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Ⅰ．序論

１．はじめに

　病院への入院・施設入所時に求められる身元
保証人等に関しては，その多くは本人の家族・
親族により担われてきた．しかし我が国におい
ては少子高齢化・核家族化・地域社会との繋が
りの希薄化が進む現状があり高齢単身世帯は増
加している．そのため身寄りがなく身元保証人
等を確保できない人が増加している．また，家
族に「迷惑をかけたくない」という個人の意識
や価値観の変化もある．家族・親族が不在とい
うより，関係の遮断により頼る人がいないため
身元保証人等を確保できないという問題も出て
きている．このような現状の中で，判断能力の
有無によらず身寄りのない人へのソーシャル

ワーク支援のニーズは拡大している．
　そのようなニーズに対する支援を考えるうえ
で，まずこれまで検討されてきた身元保証問題
の特徴と課題について整理する．そして批判的
に考察することで，その課題の解決方法を提案
することが必要である．

２．我が国における身元保証の歴史

　我が国における身元保証に関する歴史的な変
遷についてみていく．西村（1965：1-4）は身
元保証について我が国特殊の伝統的保証制度で
あり，徳川時代の人請及び明治前期の身元保証
に由来する封建遺制的な性格が残存した被用者
のための保証である．身元保証は，継続的保証
のうちにおいて特異な地位を占めており，狭義
の身元保証が身元保証ニ関スル法律として制定
されたことも身元保証の特殊性に原因すると示
している．
　「身元引受」，「身元保証」という言葉は，身
元保証ニ関スル法律（1933）に示されている．
この法律によると，第一条「引受，保証其ノ他
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ビスを提供する新しい事業形態として身元保証
等高齢者サポート事業は生まれた．身元保証
サービスの内容は，サービスを提供する事業者
によってその名称に多少の差異はあるものの，
①身元保証サービス，②日常生活支援サービ
ス，③死後事務サービスに分類されると整理さ
れている．また事業者によって，基本となるサー
ビスをパッケージとし，オプションサービスを
組み合わせる形で提供されている場合が多い．
いずれのサービスが基本サービス又はオプショ
ンサービスとなるかは，事業者により違いがみ
られると示されている．サービスについて具体
的にみていくと，①身元保証サービスとは，病
院・福祉施設等に入院・入所する際の入院費・
施設利用料の保証や賃貸住宅に入居する際の賃
料の保証，入院・入所の手続の支援，身元の引
受けとなっている．②日常生活支援サービスと
は，緊急時の親族への連絡や買物支援，通院・
通所の送迎・付添い，役所・金融機関等の手続
の代理，電話・訪問による定期的な安否確認，
日常的金銭管理，家の片付けとなっている．③
死後事務サービスとは，病院・福祉施設等の費
用の精算代行や遺体の確認・引取り，居室の原
状回復，残存家財・遺品の処分，ライフライン
の停止手続，葬儀・納骨・法要の支援となって
いる．
　身元保証等高齢者サポート事業の問題とし
て，身元保証等高齢者サポート事業に関する消
費者問題についての調査報告（内閣府消費者委
員会2017a）及び身元保証等高齢者サポート事
業に関する消費者問題についての建議（以下，
建議という．内閣府消費者委員会2017b）が公
表された．その背景として，身元保証等高齢者
サポート事業を行っていた日本ライフ協会は，
預託金の流用により2016年に公益認定を取り消
され，同年には経営破綻し，破産手続へ移行し
たことがあげられる．このため，日本ライフ協
会と契約していた高齢者等において，契約して
いたサービスの提供や預託金の返還を受けられ
ない消費者被害が発生した．このことをきっか
けに，身元保証等高齢者サポート事業全般につ
いて，指導監督を行う行政機関が必ずしも明確

名称ノ如何ヲ問ハズ期間ヲ定メズシテ被用者ノ
行為ニ因リ使用者ノ受ケタル損害ヲ賠償スルコ
トヲ約スル身元保証契約ハ其ノ成立ノ日ヨリ三
年間其ノ効力ヲ有ス但シ商工業見習者ノ身元保
証契約ニ付テハ之ヲ五年トス」と示されてい
る．この条文から「身元引受」，「身元保証」と
いう言葉の概念は，雇用の場におけるものと理
解することができる．
　我が国の法令上の規定に「身元保証人」とい
う言葉はない．民法第446�条１項において，「保
証人」．民法第454条において，「連帯保証人」
という言葉が使用されているが，これらは，債
務に関する概念と理解することができる．
　冨永（2018：23）は，「病院への入院や施設
入所時の身元保証とはまったく別の概念であ
る」と述べている．高雄（2019：72）は，「施
設や病院に入所・入院する際にも，身元引受人，
身元保証人という言葉を使うのは，一種の言葉
の転用」と述べている．つまり，病院への入院
や施設入所時における「身元保証人等」は，前
近代から我が国にある身元保証契約を基として
「身元保証人」という名称で患者の身上の一切
を保証する役割を担っていると解釈することが
できる．

３．身元保証等高齢者サポート事業の問題と

　対応

　身寄りのない人への支援として拡大したもの
の１つが，身元保証等高齢者サポート事業であ
る．身元保証等高齢者サポート事業とは，内閣
府消費者委員会（2017a）により公表された身
元保証等高齢者サポート事業に関する消費者問
題についての調査報告において用いられた用語
であり，主に一人暮らしで身寄りのない高齢者
を対象とした，身元保証や日常生活支援，死後
事務等に関する身元保証サービスの総称であ
る．我が国は，少子高齢化の進展により人口減
少社会に突入しており，同時に，単身世帯の増
加，親族の減少，あるいは近隣関係の希薄化と
いった状況がみられる．こうしたことを背景
に，一人暮らしの高齢者等を対象として，身元
保証や日常生活支援，死後事務等に関するサー
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消費者の見守り等必要な取組みを行っているこ
とを踏まえ，地域包括支援センター等が構築を
推進している地域のネットワークとの連携を図
るよう示している．また，介護保険施設に関す
る法令上は身元保証人等を求める規定はなく，
各施設の基準省令においても，正当な理由なく
サービスの提供を拒否することはできないこと
とされており，入院・入所希望者に身元保証人
等がいないことは，サービス提供を拒否する正
当な理由には該当しないと改めて，事業者へ示
している．あわせて，介護保険施設に対する指
導・監督権限を持つ都道府県等においては，管
内の介護保険施設が，身元保証人等がいないこ
とのみを理由に入所を拒むことや退所を求める
といった不適切な取扱を行うことのないよう，
適切に指導・監督を行うよう示している．
　また，山縣（2018）は「医療現場における成
年後見制度への理解及び病院が身元保証人に求
める役割等の実態把握に関する研究　平成�29�
年度�総括・分担研究報告書」を報告している．
翌年に山縣（2019a）は「医療現場における成
年後見制度への理解及び病院が身元保証人に求
める役割等の実態把握に関する研究　平成�30�
年度�総括・分担研究報告書」を報告している．
これを受けて山縣（2019b）は「身寄りがない
人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ
の支援に関するガイドライン（以下，ガイドラ
インという）」を策定している．ガイドライン
では，「身元保証・身元引受等」の機能・役割
を①緊急の連絡先に関すること，②入院計画に
関すること，③入院中に必要な物品の準備に関
すること，④入院費用に関すること，⑤退院支
援に関すること，⑥（死亡時の）遺体・遺品の
引き取り・葬儀等に関することに分類してい
る．医療同意については，本人の一身専属性が
極めて強いものという理由を挙げ，「身元保証
人・身元引受人等」の第三者に同意の権限はな
いとの基本的考え方を示している．また，「本
人の判断能力が十分な場合」，「判断能力が不十
分で成年後見制度を利用している場合」，「判断
能力が不十分で，成年後見制度を利用していな
い場合」に分類した上で，具体的な対応を定め

ではなく，当該事業に関する規定を定めた法令
も存在していないことを建議のなかで問題視さ
れた．
　公益社団法人成年後見センター・リーガルサ
ポート（2014）の調査によると，入院・入所時
の身元保証人は，従来多くの場合に，当人の身
近に居住する家族・親族（親・子・兄弟姉妹・
甥姪等）により担われてきた．しかし，実際に
身寄りのない人だけでなく，家族・親族に迷惑
はかけられないと感じて「身寄りがない人とな
る人」が増加している．このような背景から，
入院・入所時の身元保証人を確保できないとい
う問題が顕在化するようになったことが示され
ている．
　建議の内容は，①身元保証等高齢者サポート
事業における消費者保護の取組，②病院・福祉
施設等への入院・入所における身元保証人等の
適切な取扱い，③消費者への情報提供の充実が
求められた．
　建議を受けて，厚生労働省においては，みず
ほ情報総研株式会社（2018）により「介護施設
等における身元保証人等に関する調査研究事
業」，株式会社日本総合研究所（2018）により「地
域包括ケアシステムの構築に向けた公的介護保
険外サービスの質の向上を図るための支援のあ
り方に関する調査研究事業」が調査研究として
行われ報告された．この報告を受けて，厚生労
働省老健局高齢者支援課（2018）から通知とし
て「市町村や地域包括支援センターにおける身
元保証等高齢者サポート事業に関する相談への
対応について（以下，通知という）」が出され
ている．この通知とあわせて，高齢者等が安心
して身元保証等高齢者サポート事業を利用でき
るよう，当該事業についての説明と，利用する
事業者及びサービスを検討する際のポイントを
示した普及啓発資料（以下，ポイント集という）
が作成されている．この通知では，市町村や地
域包括支援センターにおいては，身元保証等高
齢者サポート事業に関する相談を受けた場合
は，ポイント集を適宜活用し，適切な助言を行
うよう示している．さらに消費者安全確保地域
協議会を活用し，消費生活上特に配慮を要する
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連絡がつかない状況の人．これまでの親族との
関係性から支援が得られない人．親族が遠方に
住んでおり支援は望めない状況にある人．
　「身元保証人等」とは，病院への入院，施設
入所時に求められる，「身元保証人」「連帯保証
人」「身元引受人」等の名称で求められるもの．
賃貸物件を借り受ける際に求められる，本人が
負うべき債務や義務を本人以外の者が保証する
者（連帯保証人）等．
　「身元保証問題」とは，身寄りのない人が身
元保証人等を確保できず病院への入院や施設入
所時に適切な支援やサービスの利用ができない
こと．また，利用できたとしても支援者側にし
わ寄せいくことで，支援者側が対応に困るこ
と．身元保証人等を確保するための既存サービ
スの費用が払えない，制度の対象者ではないこ
とからその狭間に陥っており，社会資源の活用
に至らずその対応に困ること．

3．文献の選定基準

　文献レビューは，ガイドラインが発出された
2019年以降から2022年12月時点を調査対象期間
とした．ガイドラインが身寄りのない人に対す
るソーシャルワーカーが行う支援に及ぼす影響
は大きいと考える．ガイドラインは医療機関を
対象としたものである.�しかし，退院先の確保
には施設入所も含まれており，施設入所に際し
てもガイドラインの影響が及んでいるものと考
える．そこでガイドラインの影響を受けた後の
身寄りのない人が抱える身元保証問題に対する
ソーシャルワーク支援の動向を調査するため，
ガイドライン発出後を分析対象期間とした．
　選定基準は，紀要を含む学術誌に掲載されて
いる研究であることとした．
　本研究における用語の定義から外れる労働や
雇用，難民や外国人留学生，外国人労働者に関
するもの，債務や損害賠償に関するものを分析
の対象から除外した．

4．文献の検索方法と文献の選択

　CiNii　Researchのデータベースを用いて，
「身元保証人」で論文を検索し11件，「身元保

ている．
　その後，2022年８月に医療機関等を対象に実
施された調査で抽出された事例に関して，医学
的課題，法律的・倫理的懸念事項や対応策とし
て考えられる内容等を整理した「身寄りがない
人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ
の支援に関するガイドラインに基づく事例集
（山縣2022）」が発出されている．
　以上のように身寄りのない人が身元保証人等
を確保できない場合においても，医療や介護サー
ビスの提供が必要であることは通知やガイドラ
インによって周知が進んでいる．一方，制度の
狭間に陥り身元保証人等がいなことで病院や施
設等が困るケースは存在しており，問題の解決
には至っていない．したがって，身元保証問題
に対してこれまで行われてきた課題を総合的に
分析し，批判的に考察することが重要である．
　

Ⅱ．研究の目的と方法

1．目的

　ガイドラインにおいても示されている通り，身
寄りのない人の断能力の有無により成年後見制
度や日常生活自立支援事業等の利用を含めた既
存サービスが存在するが，費用等が払えず，制
度の狭間に陥っている人が存在する．こうした
人は地域社会からも孤立状態にあり，孤独死に
至り，死後の身元引受人すら不在の場合もある．
　そこで本研究においては，このような制度の
狭間問題に対処するため，身元保証問題につい
てこれまでに研究されてきた文献をレビュー
し，その特徴と課題を分析する．分析結果から，
今後ソーシャルワーカーに求められる支援につ
いての研究の方向性と課題を提示することを目
的とする．

2．用語の定義

　本研究において用語の定義として筆者は，「身
寄りのない人」，「身元保証人等」，「身元保証問
題」について次のように定義を行った．
　「身寄りのない人」とは，家族・親族がいな
い人．また，いたとしても親族とは交流がなく，

−�48�−



日本社会福祉学会中国・四国ブロック　第11号　2024.3

さらに細かく分析すると「医療機関と施設の両
方」に焦点をあてた研究が５件．「医療機関又
は医療ソーシャルワーカー」のみに焦点をあて
た研究が４件．「施設」にのみ焦点をあてた研
究が１件であった．
　「身寄りのない人を受け入れてもらうために
支援する側」については，「社会福祉協議会」
に焦点をあてた研究が２件であった．
　実際に身寄りのない人の受け入れ対応で困る
場面に遭遇する「身寄りのない人を受け入れる
側」に焦点をあてた研究は多く実施されてい
た．一方で，身寄りのない人が入院，施設入所
できるよう支援する側については，社会福祉協
議会に対してのみ研究が行われていた．
　先駆的な取り組みとして紹介されている社会
福祉協議会においては，成年後見制度の活用が
難しい判断能力のある身寄りのない人に対し
て，生前の見守りと死後事務委任をセットにし
た取り組みが紹介されている．この制度におい
ては，民間の身元保証等高齢者サポート事業の
活用が困難な低所得者に対して，身元保証人等
の機能を提供し，従来の制度では制度の狭間に
陥っていた人も支援している．
　序論で触れた身元保証等高齢者サポート事業
を行う民間事業者を対象とした調査は実施され
ていなかった．他に，地域において在宅生活を
支える地域包括支援センターや居宅介護支援事
業所，相談支援事業所等の支援者や行政を対象
とした調査も実施されていなかった．
　また，身寄りのない人本人を調査対象とした
研究も行われていなかった．

２．調査・研究の方法

　調査・研究の方法についてグループ化してま
とめると５つのカテゴリーに分類することがで
きた．「実態把握のためのアンケート調査・分
析」を実施した研究は５件．「既存の研究・報
告書，ガイドラインを再分析」した研究が２件．
「先駆的な取り組みの事例紹介・研究」が２件．
「入院・入所の際に用いられる書式の記載内容
を検証」した研究が１件．「個別事例を検証」
した研究が１件であった．

証」で論文を検索し54件，「身元保証等高齢者
サポート事業」で論文を検索し２件，「保証人」
で論文検索し106件，合計173件の結果であっ
た．分析の対象とする文献を選定するために論
文のタイトルや抄録を検討し，必要に応じて原
文をあたり内容を確認した．その結果，本研究
の用語の定義における身元保証問題と関連がな
い文献102件を除外した．除外した内訳は，労
働や雇用に関する文献11件，難民や外国人留学
生，外国人労働者に関する文献５件，債務や損
害賠償に関する文献86件であった．また，学術
論文ではない文献49件，検索の過程で重複した
11件の文献も除外し，本研究における用語の定
義及び文献の選定基準に沿った11件の論文を抽
出し分析の対象とした．

5．倫理的配慮

　本研究は，人を対象とする研究ではないが，
「日本社会福祉学会研究倫理規程」及び「研究
倫理規程にもとづく研究ガイドライン」を熟読
したうえで，その内容を尊守し規程に示す項目
に抵触しないことを確認している．

6．分析方法

　分析対象となった11件の文献を研究目的，調
査・研究内容，研究結果と考察の枠組みに沿っ
てレビューシートを作成し整理した．次に，各
文献における身寄りのない人への支援の課題か
ら今後の研究の方向性について考察を行った．

Ⅲ．結果

　本研究において調査分析対象とする文献の概
要をまとめたものが表１である．

１．研究の調査対象

　研究の調査対象について類似したものをグ
ループ化しまとめると「身寄りのない人を受け
入れる側」と「身寄りのない人を受け入れても
らうために支援する側」の２つのカテゴリーに
分類された．
　「身寄りのない人を受け入れる側」について
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著者（出版年） 研究目的 調査・研究内容 研究結果と考察

栗田（2019） 居住支援とコミュニティソーシャル
ワークのあり方を探る

福岡市社会福祉協議会が
実施する保証人，死後事
務の取り組みの紹介

制度の狭間の問題が増える中で，
そこを埋める実践の必要性

林（2019） 医療現場やMSWに焦点をあてて，
保証人問題における研究上の課題を
示す

既存の3つの調査報告書
の検討

保証問題で困っている患者の実態
把握．保証人不在者へのMSWによ
る支援の実態把握．保証人問題に
関わる地域連携ネットワーク構築
に向けた具体的方法の検討

南本（2019） 急性期病院での個別事例研究を通じ
てソーシャルワーク実践を検討する

身元保証がない人の入退
院支援に関する個別事例
研究

身元保証がない人が安心して入退
院できる社会を実現するために
は，正確な法的理解や権利擁護の
視点と意識を土台とした地域での
ネットワークや仕組み作りが必要
であり，ソーシャルワーカーの果
たす役割は重要．個別事例を地域
課題とする実践の積み重ね，ミク
ロ・メゾ・マクロに循環するソー
シャルワーク展開が求められる

能登（2019） 入院・入所時の身元保証の内容と特
色を中心に整理を行う

入院・入所の際に用いら
れる書式の記載内容を検
討し入院・入所時の身元
保証に含まれる内容とそ
の法的効力の範囲の検証

入院・入所時や退院・退所時，本
人死亡時に関係者が困らないしく
みの構築の必要性

飯村（2020） 身元保証人の複雑な機能を再度検討
し，成年後見人との関係について整
理し，社会福祉協議会における身元
保証の取り組み事例を検討すること
により，社会福祉実践現場で求めら
れている身元保証人の機能と，解決
策の方向性を探究する

福岡市社会福祉協議会に
おける死後事務関係の取
り組みの紹介

身元保証人に代わる明確な代替策
が確立されていないことが改めて
浮き彫りになった．身元保証人が
いなくても，高齢者が安心して入
所・入院できる環境を整備するた
めには，公的な新たなしくみが求
められている

林（2021a） 保証人不在者に対するMSWの関わ
り方や認識，所属機関内の支援体制
の実態を明らかにする

愛知県MSW協会会員へ
のWEB調査

成年後見制度や日常生活自立支援
事業の運用が医療現場の実態に即
していない
所属機関内の保証人不在者に対す
る支援体制が十分でないことが，
ＭＳＷの支援困難につながる

表１　調査対象とする文献の概要
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組み事例であった．

３．身寄りのない人への支援課題

　研究の結果と考察から身寄りのない人への支
援課題をグループ化してまとめると「連携・ネッ
トワーク構築の必要性」「新たな公的支援制度
の必要性」「制度の狭間を埋める支援の必要性」
「身寄りのない人の困り感の実態把握の必要
性」「身元保証問題を貧困問題として捉える必
要性」「既存のガイドラインや制度の十分な活
用」の６つの共通したカテゴリーに分類された．

　「実態把握のためのアンケート調査・分析」
においては，序論で触れた身元保証等高齢者サ
ポート事業の問題を契機として2017年以降に行
われた調査，研究のような全国的な規模でのも
のではなく，単一又は２つの都道府県にまたが
るような規模で調査が行われていた．
　「既存の研究・報告書，ガイドラインを再分
析」においても，2019年に発出されたガイドラ
インを再分析した研究であり，新たなガイドラ
インの策定や改訂には至っていない．
　「先駆的な取り組みの事例紹介・研究」では，
その結果すべてが福岡市社会福祉協議会の取り
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著者（出版年） 研究目的 調査・研究内容 研究結果と考察

林（2021b） 身寄りのない人への受療支援や入
所・転居支援の課題を明らかにする

既存の意思決定支援ガイ
ドラインの内容と活用法
の検討

地域関係機関のネットワーク構築
の必要性．既存の制度や社会資源
の活用にとどまらないソーシャル
ワーク実践が求められる

水澤（2021） 身元保証人等がいない入居希望者を
受け入れている施設に焦点を当て，
受け入れを可能にする要因や特徴を
明らかにする

宮城県内の広域型特別養
護老人ホームへの質問紙
調査

身元保証人等不在に関する課題に
施設単体で対応することは困難．
自治体や地域の関係機関と課題の
共有から始める必要がある

小澤（2021） 新潟県内の病院・施設等が身元保証
人等がいないことによってどのよう
なことに困っているのかを統計的に
把握する

新潟県内にあるすべての
病院，特別養護老人ホー
ム，介護老人保健施設（老
健施設），ケアハウス，
有料老人ホーム�に対す
る実態把握調査

身元保証人等がいないと入院，入
所ができない実態をなくしていく
ために，身元保証人がいなくても
スムーズに入院，入所ができるシ
ステムづくり，受け入れ機関が金
銭的リスクや死後事務対応（行政
含む）で困らないしくみづくりが
求められる

富田・谷川
（2022）

「身寄りがない人の入院及び医療に
係る意思決定が困難な人への支援に
関するガイドライン」が医療機関に
おいて活用され，身元保証問題に対
応できているのかどうか検証すると
ともに，身寄りのない独居高齢者の
身元保証問題に対する医療ソーシャ
ルワーカーの望ましい支援とはどの
ようなことであるか明らかにする

兵庫県・岡山県の医療
ソーシャルワーカーに対
する質問紙調査

「ガイドライン」が周知されてい
ないため，活用されておらず，十
分に対応できていない．身寄りの
ない独居高齢者の身元保証問題に
対する医療ソーシャルワーカーの
望ましい支援のあり方として「成
年後見制度，生活保護制度などの
活用を図る」「地域の協力を得て，
多職種多機関連携の要となる」「本
人への説明と信頼関係の構築を図
る」

村上（2022） 身寄りのない患者の生活実態を明ら
かにするなかで，社会福祉学として
の身元保証問題の視座について考察
する

MSWによる退院援助の
対象者についての生活実
態調査．入院患者の生活
実態調査

貧困問題と認識した取り組みの必
要性．連携にとどまらず，公的施
策の必要性
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し，実際には利用料収入だけで制度を賄うこと
の難しさが課題としてあげられている．またマ
ンパワー不足の問題も課題として考えられ，一
部の社会福祉協議会においては，同様またはそ
れに近い形で取り組みを行う社会福祉協議会は
存在するが，あくまで先駆的な取り組みにとど
まっている．一部の地域における先駆的な取り
組みとしてだけでなく，全国的な制度として広
がるよう課題を整理する必要があると考える．
　身元保証等高齢者サポート事業を行う民間の
事業者を対象とした調査・研究は行われていな
かった．今後の課題は，身元保証等高齢者サポー
ト事業を行う民間の事業者を地域資源として，
いかに連携していけるかである．そのためも，
身元保証等高齢者サポート事業を行う民間の事
業者を対象とした調査・研究が求められると示
唆された．

Ⅳ．考察

１．研究の調査対象からの示唆

　身寄りのない人を受け入れる側については，
序論でも述べたように建議を受けて，医療機関
や施設といった受け入れる側の実態調査が進
み，その流れを汲む研究と言える．受け入れる
側が身元保証人等に求める役割や身寄りのない
人を受け入れることでの困り感については，解
明が進んでいると言える．
　一方，受け入れてもらうために支援する側の
視点でみると，先駆的な社会福祉協議会の取り
組みに限られる．一般的に社会福祉協議会にお
いては，日常生活自立支援事業が行われてい
る．日常生活自立支援事業と死後事務委任を
セットにした身元保証等高齢者サポート事業に
取り組むことは意義のあることと考える．しか
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個別に判断していく必要があると示唆された．

３．身寄りのない人への支援課題からの示唆

　既存のガイドラインや制度の不備があげられ
ていた．一方で，既存のガイドラインや制度が
そもそも十分に活用されていないとも示されて
いた．「連携・ネットワーク構築の必要性」が
結論としてあげられているように，支援者同士
が繋がることで問題を共有し，複数の支援者で
問題解決にあたることは重要である．しかし，
支援者が連携しネットワークを構築しただけで
は直接の問題解決にはならない．具体的に連携
したうえでどのような支援に繋げるのかが重要
である．身元保証問題を特定の支援者だけが抱
える問題ではなく，支援者全体の問題として理
解・共有することで，対応にあたる支援者の孤
立を防ぐことができると考える．支援者同士が
お互いの役割を理解し，強みを活かした支援体
制の構築が求められる．また，情報交換が積極
的に行われることで，既存のガイドラインや制
度の周知につながる．連携・ネットワーク構築
を通じて，既存のシステムや支援の方法を支援
者間が相互に理解を深め，ソーシャルワーク実
践に活用していくことが必要である．
　「新たな公的支援制度の必要性」，「制度の狭
間を埋める支援の必要性」という支援課題が浮
き彫りになっていた．しかし，具体的な支援制
度の案については先行研究において示されてい
ない．今後，具体的にどのような支援制度が求
められているのか．制度の狭間においてどのよ
うなことで困っているのか．より具体的な問題
解決に向けた制度のあり方について提示が求め
られていると示唆された．
　公的制度の拡充は必要だが，人口減少の日本
社会においては限界もある．必要とされる支援
と実現可能な支援という両側面の視点が求めら
れる．行政においてはこれまでも，身寄りのな
い人が亡くなった場合，身元判明や葬祭人の有
無により生活保護法における葬祭扶助の支給
や，墓地，埋葬等に関する法律及び行旅病人及
行旅死亡人取扱法により死亡地の市町村長が埋
火葬を行ってきている．しかしながら今後は死

　また，地域での在宅生活を支える地域包括支
援センターや居宅介護支援事業所，相談支援事
業所等の支援者を対象とした調査も実施されて
いなかった．身元保証に関する問題は，病院や
施設の相談員だけが抱え取り組むべき課題では
なく，地域全体の課題として捉える必要があ
る．また，在宅における介護サービスや障害福
祉サービスの利用に際しても身元保証人等が求
められる．今後，入院・施設入所に限らず，地
域での在宅生活を支える支援者側への調査・研
究も求められると示唆された．あわせて，行政
が果たすべき責務について言及する必要があ
る．そのためには行政側の視点にたった研究も
求められる．
　身寄りのない人本人を調査対象とした研究も
行われていなかった．身元保証問題は，支援者
側が困っているという認識になりやすい．一方
で，身寄りのない人本人の思いを無視した支援
ではなく，意思決定のあり方や本人の思いを汲
んだ制度のあり方や支援が必要となる．今後は
身寄りのない人本人を対象とした調査・研究も
必要となってくると示唆された．

２．調査・研究の方法からの示唆

　病院の医療ソーシャルワーカーを対象とした
調査・研究が多く実施されていた．これは施設
に比べ病院は医療同意の問題をはじめ決定まで
に緊急性を求められる場面が多くある．また入
院期間の短縮が求められる中で，退院先の確保
にも身元保証問題は影響を及ぼすためと考えら
れる．そのような中で，既存のガイドラインに
は記載のない項目が多く対応が難しいという意
見もあげられていた．しかし，ガイドラインは
あくまでガイドラインであり，すべての事例を
網羅することには限界がある．また，医療ソー
シャルワーカーはこの支援を必ず行わなければ
ならないというように決定してしまうことで，
それに対するジレンマが生じるとも推察され
る．実際の支援現場においては，身寄りのない
人本人の判断能力の状態や支援体制，地域の特
性にもよって状況は異なる．ガイドラインをも
とに本人や支援者がどのような支援が必要かを
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　身元保証問題については，支援者側の困り感
が強く認識されており，身寄りのない人本人の
困り感や思いについては研究がなされていない
現状がある．判断能力の有無によらず，身寄り
のない人本人の意思決定とあわせて，どのよう
な問題解決が図れるのか，身寄りのない人本人
と支援者双方の視点にたつ必要性が示された．
身寄りのない人本人にとっては，現在の枠組み
や制度では，身元保証人等を確保できずに困る
事態に陥る．受け入れる側が必要としてきた身
元保証人等を求める現在の枠組みや制度を変更
することで，受け入れる側も困らない仕組みに
していく必要性があると考える．
　身元保証問題は，医療機関や施設だけが抱え
る問題ではなく，地域社会全体の問題として捉
える必要がある．そのためには今後，身元保証
問題の解決に向けて，本研究が明らかにしたよ
うに，身寄りのない人本人や地域生活を支える
支援者，行政側の視点に着目した研究が行われ
ることが，今後の課題であるといえよう．
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Literature Review on Fidelity Guarantees Issues
―Challenges of social work support for people without relatives―

Tatsunori�HANADA　Satoko�TANAKA

−Abstract−
　The�need�for�support�for�the�people�who�have�no�relatives�is�expanding,�regardless�of�whether�or�
not� they�have� the�capacity� to�make�decisions�regarding� the� issue�of�guarantees.� In� this� study,�a�
literature�review�was�conducted�with�the�aim�of�presenting�research�directions�required� for�social�
work�practice�through�analyzing�the�characteristics�and�issues�of�the�problem.�As�a�result,�the�actual�
situation�on�the�accepting�side,�such�as�medical�institutions�and�facilities,�had�been�investigated,�and�
the�role�required�of�guarantors�had�been�clarified.�On�the�other�hand,� it�was� found�that�there�was�
insufficient� understanding� of� the� actual� situation� on� the� part� of� those�who�have�no� relatives�
themselves�and�on�the�part�of�supporters�who�support�people�without�relatives� in�the�community.�
Previous�studies�have�shown�the�need� for� "collaboration�and�networking"�and� "new�public�support�
systems.�However,� concrete�ways�of� cooperation�and�effective� support� systems�have�yet� to�be�
established.�In�order�to�solve�the�problem�of�guarantees�for�people�without�relatives,�it�was�suggested�
that�research� focusing�on�the�viewpoints�of� the�people�without�relatives� themselves,� supporters�of�
community�life,�and�the�government�side�is�needed.

Key�words：Fidelity�guarantee，People�without�relatives，Isolation
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